
平成２９年

第３回市議会定例会 報告第１２号

平成２８年度株式会社函館国際貿易センター決算の報告に

ついて

株式会社函館国際貿易センターの平成２８年度決算を別紙のとおり報

告する。

平成２９年９月１日提出

函館市長 工 藤 壽 樹

（根拠規定）

地方自治法第２４３条の３第２項



- 1 -

平成２８年度決算に関する書類

平成２８年４月 １日
平成２９年３月３１日

１ 事業概要
地域経済は，観光は好調に推移し，個人消費や民間設備投資は持ち直し基調にあ

るものの，原料不足による水産加工の低迷が長引いており，先行き不透明感が強ま
っている。
このような経済環境下，株式会社函館国際貿易センターにおいては，官民協働体

制の下，産業支援，貿易促進，ふ頭業務という３つの事業に取り組んできた。

（１）事業内容
ア 産業支援事業

・地域企業に対する貿易相談業務
・コンテナ貨物集荷支援活動をはじめとする各種ポートセールス業務

イ 貿易促進事業
・サハリンオイルメジャーとの各種商品取引業務

ウ ふ頭業務事業
・港町ふ頭コンテナヤード施設管理業務

（２）貸借対照表（平成２９年３月３１日現在）

（単位：円）

資 産 の 部 負 債 の 部

【流動資産】 20,279,576 【流動負債】 6,742,941

現 金 ・ 預 金 5,221,641 買 掛 金 3,249,756

売 掛 金 13,713,653 未 払 費 用 3,156,039

立 替 金 16,200 未 払 法 人 税 等 206,000

前 払 費 用 129,380 預 り 金 131,146

未 収 入 金 1,198,463

未収還付法人税等 239 【固定負債】 13,500,000

長 期 借 入 金 13,500,000

【固定資産】 4,252,451 負 債 の 部 合 計 20,242,941

【有形固定資産】 1

車 両 運 搬 具 1 純 資 産 の 部

【投資その他の資産】 4,252,450 【株主資本】 4,289,086

差 入 保 証 金 4,000,000 資 本 金 30,000,000

長 期 前 払 費 用 252,450 利 益 剰 余 金 △25,710,914

利 益 準 備 金 478,000

その他利益剰余金 △26,188,914

繰越利益剰余金 △26,188,914

純 資 産 の 部 合 計 4,289,086

資 産 の 部 合 計 24,532,027 負債および純資産の部 24,532,027

合 計
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（３）損益計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

（単位：円）

【売上高】

売 上 高 25,730,347

輸 出 売 上 高 45,802,482

売 上 高 合 計 71,532,829

【売上原価】

仕 入 高 合 計 26,712,671

売 上 総 利 益 金 額 44,820,158

【販売費および一般管理費】

販売費および一般管理費合計 56,478,377

営 業 損 失 金 額 11,658,219

【営業外収益】

受 取 利 息 1,581

為 替 差 益 385

雑 収 入 218,247

営 業 外 収 益 合 計 220,213

【営業外費用】

支 払 利 息 322,847

雑 損 失 955,570

営 業 外 費 用 合 計 1,278,417

経 常 損 失 金 額 12,716,423

税引前当期純損失金額 12,716,423

法 人 税 等 206,000

当 期 純 損 失 金 額 12,922,423
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（４）株主資本等変動計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

（単位：円）

【株主資本】

資 本 金 前期末残高 30,000,000
当期末残高 30,000,000

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金 前期末残高 478,000

当期末残高 478,000

その他利益剰余金
繰 越 利 益 剰 余 金 前期末残高 △13,266,491

当期変動額 当期純損失金額 12,922,423
当期末残高 △26,188,914

利 益 剰 余 金 合 計 前期末残高 △12,788,491
当期変動額 △12,922,423
当期末残高 △25,710,914

株 主 資 本 合 計 前期末残高 17,211,509
当期変動額 △12,922,423

当期末残高 4,289,086

純 資 産 の 部 合 計 前期末残高 17,211,509

当期変動額 △12,922,423

当期末残高 4,289,086

株主資本等変動計算書に関する注記

１．当期事業年度末の末日における発行済株式の数 普通株式 ６００株


